
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

県内環境啓発に関するイベント状況

把握していない

4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

実行委員から、平成２１年度は１５回目という節目のフェスティバルにあたるので健康にもテーマを広げて大きく実施したいという要望がある。
把握している

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205

0 1,694 1,514 1,514

0 1,514

2

360 360 360

1,514 1,514

近年は、地球温暖化問題をテーマとした催しとなってきた。
平成20年度より、連合婦人会・環境保健衛生協会・市が主体となった実行委員会形式で事業を実施することになった。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 360

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,514

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,661

(千円)

180 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 147 0

⑷一般財源 (千円) 147 130

0 0

0 0 0 0 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

50

0

⑵地方債

％

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

当初は、連合婦人会主催でリサイクル市を中心にイベントが開催され、主管課は教育委員会であったが、内容が環境に関するイベントであるということ
で、当課が主管課となる。

(千円)

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民のごみ問題に対する意識が高まり、減量化やリサイクルが進んでいます。 環境フェスティバルの来場者にアンケートを実施する。

来場者で環境意識が高揚したものの割合

1.30 1.32 1.66

循環型社会の構築の大切さを理解できた参
加者の割合

％

1.78

750 800 800

1.79

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

リサイクル市やフリーマーケット、地球温暖化に関する講演会の開催、企業の環境保全に係る様々な取組みを紹介することによ
り、循環型社会の構築の大切さを理解してもらい、また、環境保全活動に参加してもらうことで、市民の環境意識の高揚を図
る。

① フェスティバル来場者/市民 ％

フェスティバル来場者 人 600 600

1 1 1 1② 開催日数 日 1

15 15 15 15① 参加団体 団体 15

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

市、連合婦人会、保健衛生協会及び関係団体が協力し、「環境フェスティバル」を毎年継続し開催する。

＊平成22年度の変更点

なし

45,562 45,200 44,900 44,700① 市民 人 46,036

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

市民

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

くらしの中から環境保全の活動の輪の広がりを期待すると共に、他団体との連携を強化し、くらしに密着した環境を守る活動を市民運動として展開されることを目的として、「環境フェス
ティバル」を開催する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1004 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

１．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 山崎　杏奈 区 分 環境美化

環境政策係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等事 業 期 間 開始年度 平成7年度 終了年度

政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費予 算 書 の 事 業 名 5.環境保全啓発事業 課 名 等 環境安全課

政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計事 務 事 業 名 環境保全啓発事業 部 名 等 民生部

421041 予算科目 コード３ 001040105コード１ 02040100 政策体系上の位置付け コード２

21

事 業 コ ー ド 42104102 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

循環型社会を推進するためのものであり負担を求めることは不適当である。

● 平均

低い

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 環境の保全、資源リサイクルなどの３Ｒ運動、地球温暖化防止対策の意識の向上・啓発に必要なイベントである。
地道な活動とともに市民の目に大きく触れるこの事業は、改めて環境問題を考えさせる場として、今後も継続が必
要である。

二次評価の要否
特定受益者な
し・負担なし

説
明

循環型社会を推進するためのものであり負担を求めることは不適当である。

不要
適正化の余地なし

事業は各団体の協力を得て実施しており、現在のところ削減の余地なし。

中･長期的
（３～５
年間）

フェスティバルの実施については、今後実行委員会がより積極的に運営していくよう支
援する必要がある。

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

必要最低限の人員で行っており、これ以上の削減は見込めない。

コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

環境フェスティバルに参加する市民は、もともと環境に関心のある者であり、今後は、
その他の催しでも環境保全をＰＲしていくことを検討する。

コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか）

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○ コスト削減の余地あり

あり
説
明

近年、環境保全や地球温暖化などに関心を持つ市民が増えてきており、フェアにおいても家庭でできる環境保全活動を
取り上げていることから、来場者の増加が見込まれるとともに、市民の環境に対する意識の高揚が図られてきている。

④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切

○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ○ 適切 ● 成果向上の余地あり

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

直結度中 ○

直結度小 ●

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
可
能

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

中

直結度大
説
明

循環型社会の形成や地球温暖化防止活動を推進していくためには、市民の環境保全意識の醸成を図ることは大切な
ことであり、その手段としてフェアを開催することは有効な施策である。

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

平成 22 年度 （平成 21
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

21

事 業 コ ー ド 42104101 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２ 421041 予算科目 コード３ 001040105

事 務 事 業 名 魚津市環境保健衛生協会事務局事務 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 1.環境衛生一般管理費 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 昭和６０年 終了年度 当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 坪崎　正裕 区 分 環境美化 目 ５．環境衛生費

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

魚津市環境保健衛生協会事務局として環境衛生、保健、健康関係の審議する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

区長が推薦し市長より委嘱した保健衛生推進員
① 人口 人 46,036 45,562 45,200 44,900 44,700

町内会等の各種団体数 団体 248 248 248 248 248

保健衛生推進員 人 265 265 265 265 265

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

廃棄物処理施設の見学、活動研修会の実施、全国大会への参加

＊平成22年度の変更点

なし

① 廃棄物処理施設見学会 回 2 2 2 2 2

1 1② 活動研修会 回 1

2 4

1 1

①
豊かな自然環境が保全されていると思う市
民の割合

％

全国大会への参加 回

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

環境美化に対する意識の高揚を図ることで、魚津市全体の環境美化を促進する。
45.00

3 3 3

47.0037.00 55.90 43.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

昭和60年頃、環境問題が社会問題化し、それに対応するため。 (千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 324 300 300 300 300

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 324 300 300 300 300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2 2 2 2

開始当初はごみなど環境問題が主流であったが、現在ではそれらに加えて地球温暖化防止対策が喫緊の課題となっている。 ②事務事業の年間所要時間 (時間) 140

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 589

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 913

(千円) 589 589

2

140 140 140 140

589 589

889 889 889 889

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

各世帯からの会費の徴収額と各地区協議会への交付金について見直しの意見が寄せられ、21年度より是正した。
把握している

県内では立山町を除き市町村役場が事務局を担っている

把握していない
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 　　　 【2枚目】
　　　　　　　　　

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

小

直結度大
説
明

保健衛生推進員を通して間接的に地区にごみの分別等の啓発を図っている。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

関
与
縮
小

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

比
較
的
高
い

○

直結度中 ○

直結度小 ●

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
低
い
が
､
影
響
大

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

●

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ○ 適切 ● コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

○ 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

なし コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

運営費については協会自身が各世帯より会費を徴収しているが、補助金等で協会の自主性に委ねることで事務局として
の事務の削減を図りたい。

中･長期的
（３～５
年間）

なし 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

市から補助金を交付するなど協会の財政基盤を強化し協会独自で人の雇い上げを図れば市職員の事務の簡素化を図れ
る。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 市内の環境保全、保健衛生について協議し、施策を実施していくことは重要なことであり、市民の意識の高揚を
図っていく必要がある。 二次評価の要否

特定受益者あ
り・負担なし

説
明

各世帯から会費を集めているが協会の歳入になるため適正化の判断は協会に委ねられる。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

低
い

高い

説
明

各世帯から会費を集めているが主として会の運営費に充てられており、市の経費には充てられていない。

○ 平均

低い
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

21

事 業 コ ー ド 部･課･係名等

平成 22 年度 （平成

コード１ 02040200 政策体系上の位置付け コード２ 421041 予算科目 コード３ 000000000

事 務 事 業 名 表彰事務 部 名 等 民生部 政策の柱 第４章　自然と共生する魅力あるまち 会計 該当なし

予 算 書 の 事 業 名 なし 課 名 等 環境安全課 政 策 名 第２節　地域にやさしい循環型社会の構築 款 該当なし

事 業 期 間 開始年度 平成元年度以前 終了年度 当面継続 業務分類 ５．ソフト事業 係 名 等 生活安全係 施 策 名 １．循環型社会に向けたまちづくり 項 該当なし

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 坪崎　正裕 区 分 環境美化 目 該当なし

電 話 番 号 0765-23-1048 基 本 事 業 名 環境美化意識の高揚

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

保健衛生、生活衛生、環境衛生等の分野において、その発展向上に尽力し、本市のために貢献した功績が特に顕著な個人及び団体を表彰する。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

保健衛生、生活衛生、環境衛生等の分野において市民の模範となり、顕彰するにふさわしい功績をなした個人または団体。
①

表彰人数・団体数（アダプト15団体＋保衛
協推進員数267人＋保衛協執行部14人）

件 296 296 296 296 296

手
段

＜平成21年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

表彰者の推薦を行う。

＊平成22年度の変更点

なし

① 事業に費やす時間 時間 50 50 50 50 50

②

① 被表彰者の受賞後の活動割合 ％

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

被表彰者の各分野における永年の功績を顕彰することで、被表彰者の更なる活躍が期待できるとともに後進への励みとなる。
98.00 98.0098.00 98.00 98.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

市民が「ごみのない美しいまち」と感じています。

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

昭和の年代より功労を称えるため環境大臣、県知事、県連会長、市協会会長表彰が実施されていた。 (千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 0 0 0 0 0

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 0 0 0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 1 1 1

年々環境問題が重視されている中で環境に貢献する人を表彰していくことは表彰者の励みになると同時に後進の育成にもつながることが予想されるので
表彰事業は益々重要になってくると思われる。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 50

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 210

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 210

(千円) 210 210

1

50 50 50 50

210 210

210 210 210 210

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,205 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

魚津市環境保健衛生協会より地道に活動している人を推薦して欲しいという意見がある。
把握している

表彰は県内全ての市町村で行われている。

把握していない
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴　評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 22 年度 （平成 21

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

環境衛生に功労のあった個人及び団体を表彰することで、受賞者の励みとなると同時に市民が環境衛生に対する意
識の高揚が図れる。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ○

民
間
不
可

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

●
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

●

該
当
し
な
い

○

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ●

なし
説
明

顕彰することにより市民の環境美化に対する意識が高まる。

★　評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

特段の成果向上は見込めない。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵　今後の事務事業の方向性

● 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成23
年度）

継続して功績のあった個人、団体を表彰する。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

推薦に要する事務のみであり経費は発生していない。

中･長期的
（３～５
年間）

継続して功績のあった個人、団体を表彰する。 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

表彰者の推薦の事務のみであり、それに要する人件費のみである。

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 保健、環境衛生等の分野において、地域のために貢献した個人及び団体を表彰することは、受賞者の励みになるこ
とはもとより、市民への衛生上の課題の意識の高揚につながり、しいては地域での活動にもつながることから、功
労者について継続的に表彰していくことは行政として必要である。

二次評価の要否
特定受益者あ
り・負担なし

説
明

表彰事業に受益者負担はそぐわない。

必要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

表彰事業に受益者負担はそぐわない。

● 平均

低い
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